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は じめに

厚生省のダイオキシン対策では,高 度技術の

導入による発生抑制と,発 生 したダイオキシン

類の処理が中心になっている ω.そ こでは,先

進諸国のなかでも突出している焼却炉数を統廃

合させ ようとしている.そ してこの厚生省の意

向を受けて,既 存のごみ処理体制 を再編するこ

とを目的とした広域化計画が都道府県によって

策定された.

このダイオキシン対策は介護保険 とともに,

これまでの市町村 レベルの行政単位ではその実

施が困難であることを理由に,明 治 と戦後昭和

に続 く全国的な自治体の合併をもたらす政策的

な契機 とされている向きもある.確 かに,廃 棄

物処理の基本法である 「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律(以 下,廃 棄物処理法)」 の改正

のほか,近 年では容器包装 リサイクル法や家電

リサイクル法の制定および施行 も加わって政策

課題は多様化 している.ま たダイオキシン対策

を含めて,処 理や処分に関する技術内容も高度

かつ複雑化 しており,ご み処理の責任 を担って

いる自治体のなかには単独でこれらの課題に対

応できないところも存在する.

しか し筆者は,市 町村合併にこれらの課題を

克服する途を求めることに対 しては慎重 な姿勢

を採る.そ の理由としては,そ もそ も自治体に

よっては対応が困難になるまで政策課題が多様

になり,ま たは処理技術が高度化するに至った

背景 を十分に検討 していないことが挙げ られ

る,こ の背景には,こ れまで数多 くの問題を抱

えてきた処理 システムとは分断 したかたちで,

拡大 し続けてきた大量廃棄社会の存在がある②.

だが,こ の論点を避けたまま自治体の規模 を大

きくし,政 策能力の向上 と財政負担の軽減 を図

ろうとする,ダ イオキシン対策における広域行

政論や自治体合併論に対しては疑問を持つ.

また政策課題の多様化には,自 治体に専 らご

み処理を依存 していたこれまでの体系か ら,住

民や事業者もそれぞれ求め られた役割を果たす

体系へ と転換 しつつある動 きも含 まれる.こ の

ことは,既 存のごみ処理における自治体の役割

や,処 理を支えてきた行財政 システムにも影響

を与える。このような視点も,ダ イオキシン対

策 との関係で主張される合併論では十分には踏

まえられていない.本 稿ではこれらの問題意識

にもとついて,ダ イオキシン対策における広域

行政論を検討する.

第1節 では,ご み処理の広域化 を誘導するた

めに採 られている財政措置の内容 に触れ なが

ら,ダ イオキシン対策の特徴 とその政策的な背

景について述べる.第2節 では,ご み処理に係

る広域行政論の再検討 を2つ の側面から行い,

この作業 をつうじてダイオキシン対策における

広域行政論の特徴とその問題点を捉える.う ち

1つ の側面には,こ れまでの広域行政論が大量

廃棄社会における処理 システムを前提 にして議

論されてきたことを,も う1つ の側面 には,そ

の大量廃棄社会か ら循環型社会へ と変わ りつつ

ある現在において,そ こで見 られる処理システ

ムの転換に係る特徴をそれぞれ採 り上げる.

第3節 では,広 域化計画が進展 しているその

背後にみられる廃棄物政策の課題について述べ

る.ま だ不確実な部分 も数多 くあるが,計 画に

従ったごみ処理の広域化が粛々と進みつつある

のは,第1節 で言及 した厚生省による誘導措置
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だけでな く,こ れまで自治体が抱えてきた廃棄

物行財政システムに係る課題が放置されている

か らでもあると筆者は考える.こ れ らの課題に

たいして解決の道筋を立てておかなければ,大

量廃棄社会を導いた行財政システムを残 したま

ま,ご み処理の広域化が図られることになって

しまう.こ のことは,廃 棄物行財政システム全

体の問題ではあるが,そ の内容はごみ処理にか

んする広域行政論における今後の方向性 とも関

係する.

1.広 域化へ向けた財政誘導措置の特

徴 とその政策的背景

ダイオキシン対策の基本的な指針は,厚 生省

が97年1月 に制定した 「ごみ処理に係るダイオ

キシン類発生防止等ガイドライン(以 下,新 ガ

イ ドライ ン)」である(3>.こ の新ガイ ドライ ン

では,緊 急対策と恒久対策 という2つ のダイオ

キシン対策を設けている.運 転管理の見直 しや

排ガス装置の設置,そ して場合によっては焼却

炉を廃止する措置が必要 となる基準濃度を,緊

急対策ではダイオキシン類の人体への健康影響

か ら,一 方の恒久対策では技術制御の可能性か

らそれぞれ設定している.98年il月 末までに緊

急対策が終了し,現 在は2002年11月 末を期限と

した恒久対策を実施 している最中である.

その恒久対策では,新 ガイ ドラインが施行 さ

れた97年12月 以降に新規着工 された焼却炉のう

ち,と くに大規模炉に対す る基準濃度を国際的

な水準である0.1ngTEQ/Nm3と している.新 ガ

イ ドラインでは,こ の基準濃度を達成するため

には24時 間の連続運転が可能な焼却炉(以 下,

全連続炉)に よる処理が必要であり,さ らにご

み処理の効率性やごみ発電の効率性および経済

性を考えると,そ の規模 としては1日あた り300

トン,最 低で も100ト ンの処理が可能であるも

のが求められるとしている.

この新ガイ ドラインを受けて,先 進諸国でも

突出して多いごみ焼却炉を統廃合させることを

目的とした広域化計画が,各 都道府県によって

策定された.そ れ らを見ると,こ の計画は通常

のごみ処理計画における基本構想 として位置付

けられてお り,今 後は各広域ブロックに組み入

れられている自治体間で,基 本計画や実施計画,

および整備計画を既存の施設の耐用年数を考慮

しながら作成していく予定となっているω.

廃棄物処理法ではごみ処理の責任 を自治体に

課 している.町 村 レベルの 自治体 を中心として

一部事務組合(以 下
,組 合)に よる広域処理も

行われてはきたが,財 源問題や施設の立地問題

に目処を立ててきた市町村は,単 独でごみ処理

を行って きた.そ こで98年 度から,焼 却施設の

建設費に対 して,広 域化計画に沿った焼却施設

の建設 を進めるための財政措置が行われてお

り,こ れによってごみ処理の広域化を進展 させ

ようとしている.

この措置内容にかんする特徴は,大 きく分け

て2つ ある.1つ は,指 定された技術内容に合

致 した対象施設への補助金の交付である.も う

1つ は,広 域化計画に基づいて焼却炉を建設す

るのであれば,形 式的には単独事業であっても,

補助事業 とほぼ同等の自治体の財政負担 となる

支援措置が採 られていることである.

最初に補助金についてだが,そ もそも焼却施

設に対する国庫補助金はこれまでも技術指定型

補助金であったと言える.具 体的には 「ごみ処

理施設構造指針」に基づいて,補 助対象となる

焼却施設が満たすべ き技術 内容を細か く規定 し

てきたのである ⑤.新 ガイ ドラインが制定され

た翌年度にあたる98年 度からは,補 助対象とな

る施設の処理規模がそれまでの1日 あた り5ト

ン以上から100ト ン以上へ と拡大された(6).こ

の100ト ンという数字は,広 域化計画を策定す

る際に既設の焼却炉を統廃合する基準とした炉

の規模である,

次に,単 独事i業への財政支援に関してである.

図1に は焼却施設の新規着工分 に対する,99年

度の補助事業および単独事業それぞれの財政措

置内容を示 している.こ れ らを見ると,仮 に補

助事業における補助基本額 として,単 独事業で

の地方債充当率と同じ全事業費の85%分 が認め
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られるのであれば,自 治体の負担割合は補助事

業と単独事業とに関係なく,結 果的にはほとん

ど同 じになる ω.単 独事業でも広域化計画に基

ついた事業であれば,手 厚い財政支援措置がな

されているのである.

図1広 域化への財政誘導措置の内容(99年 度措置分)

補助事業
国庫補助 地方債75%

(元利50%)

財対債

20%

補正

5%

地 方債75%

(元利50%)

一 補助基本額一――一 ――地方負担額―一一→

単独事業

(広域化計画)
地方 債85e/e(元 利70%) 地方負担分15%

特別交付税(50%)←

単独事業

(97年 度分)
地方 債75%(元 利50%) 地方負担分25%

出所 、地方交付税制度研究会[1998]よ り作成。

措置内容の特徴は以上の通 りであるが,こ の

ような誘導措置を採っている背景には,ダ イオ

キシン対策をめぐる厚生省 と自治省それぞれの

政策面での意向がある.厚 生省による国庫補助

金は,補 助率 自体はこれまでと同じ補助基本額

に対 して1/4で ある.従 ってもし,新 ガイ ドラ

インで記されていたように,広 域化に伴 って焼

却施設が拡大し,規 模の経済が働 くのであれば,

焼却炉の建設費にたいする補助金の交付額はこ

れまでよりも少な くて済むことが予想 される〔8).

そこでは,国 の財政危機 によって補助金総額を

それほど増やすことがで きない現状のなかで,

ダイオキシン対策を広域化計画に沿ったかたち

で効果的に誘導するために,技 術指定型補助金

が用いられているのである.

単独事業における地方交付税による支援措置

は,こ れまでにも行われて きた.図1の 最下部

には,ダ イオキシン対策が本格的に実施される

以前にあたる,97年 度の単独事業における財政

措置内容を示 している.こ れ とその上の広域化

計画に従った単独事業の措置内容 とを比較する

と,先 に記した財政支援措置の手厚 さが分かる.

これらの財政措置の担当官庁 である自治省は,

介護保険 と並んでダイオキシン対策 を新たな市

町村合併に向けた大 きな政策的契機の1つ とし

て捉 えている.こ のことが,上 記 したような積

極的な財政支援措置の背景にある.

自治省は各都道府県に対 して,2000年 度中の

できるだけ早い時期に 「市町村の合併の推進に

ついての要綱」を作成するように指示 している

が,こ の要綱の 「合併後の人口規模等に着 目し

た市町村合併の類型」において,人 口20万 人お

よび30万 人前後のなかに新ガイドラインでごみ

発電の効率性や経済性から定めた1日300ト ンの

焼却施設の設置を,ま た人口10万 人前後のなか

に既存施設の統廃合にかんする最低規模 とされ

ている1日100ト ンの焼却施設の設置を,そ れ

ぞれ参考事例 として含めているのである(9}.

これらの財政誘導措置の問題点は,別 稿で検

討したようにい くつか存在するqo).し かし最大

の問題点は,ダ イオキシン問題の背後に存在す

る大量廃棄社会を維持 したままで,広 域化 を通

じて処理過程の効率化を図ろうとしているとこ

ろにある.そ れは短期的には,規 模の経済が働

くことで処理 システムを若干効率的にできるか

もしれないが,こ れまでの大量廃棄社会がもた

らして きたごみ処理にかんする問題を解決する

ことにはつなが らない.次 節ではその理由を,

これまでのごみ処理にかんする広域行政論の再

検討 を通じて指摘する.
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2.ご み処理にかんする広域行政論の

再検討

2-1大 量廃棄社会の処理システムと広域行政論

ここでは,大 量廃棄社会を支えてきた処理シ

ステムとこれまでのごみ処理に関する広域行政

論との関連を整理し,さ らにそこからダイオキ

シン対策における広域行政論の特徴をさぐり出

す.

処理 システムと広域行政論 との第1の 関連

は,生 産や流通,お よび消費などの経済諸活動

の拡大にともなって増大する廃棄物を,不 足な

く適正に処理するというこれまでの廃棄物政策

の基本 目標が,広 域行政論の とくに長所のなか

に反映されてきたことである.ご み処理を広域

化することで得 られる長所としてよく挙げられ

る項 目は,規 模の経済と財政規模の拡大による

施設の高度化である.固 定費の占める割合が大

きい処理施設を用いるために,処 理範囲を広域

化することで規模の経済が働き,こ れにより広

域処理は自治体が単独で処理するよりも効率的

であるとされてきた.ま た,複 数の自治体が集

まると財政規模が大 きくなるために,よ り高度

な処理能力をもった施設が建設で きることも指

摘 されてきた.

しかし,以 上のようなこれまでの広域行政に

関する議論では,経 費の水準に影響を及ぼす技

術内容があま り考慮 されてこなかった.中 西

[1979]は,排 水の広域処理形態である流域下水

道にかんする議論のなかで,技 術内容を問わな

い経費分析 を批判 したが,こ の批判はごみ処理

の広域化に対 しても当てはまる部分がある(JV.

別稿で検証 したように,組 合によるこれまでの

広域処理では,規 模の経済によって財政負担を

減 らすことが主な目的の1つ とされていたが,

その背景にも高度成長をつ うじたごみの質量両

面での変化 を受けて,高 度な焼却技術 を用いて

それ らのごみを適正に処理するために必要 とさ

れた財政負担の増加があった"2)。

今回のダイオキシン対策の広域行政論でも,

全連続炉を導入することが広域化の範囲を決め

る前提条件 となっている.そ してこの条件のな

かで,規 模の経済による処理の効率化 を広域化

の利点として挙げているのである.前 節で言及

した 「ごみ処理施設構造指針」では,図2で 見

るように全連続炉は80ト ン以上の規模か ら導入

することを指示 していた,こ の規模が広域化の

基準である100ト ンに近い ことを考えると,技

術的な条件を前提 として広域化の範囲が設定さ

れたことが分かる.

図2炉 型別施設規模と炉数の関係

連 続

燃焼式

全 連 続

施設規模
(t/日) 801001甜1802樽G説400

P「 汁 曜

炉 数
2炉

「-3炉
L

准 連 続

施設規模
(tノ日)

405090100120150180
,「 幽lII

炉 数
12炉l

l3炉1

バ プチ

燃焼式

-

機 械 化

バ ッ テ

施設規摸
(t〆 日) 1020304050α 〕708090100

11― 濫 「11111

炉 数

箆 炉 ―

団
―3炉1

包
固 定 化

バ ノ チ

施設規模
(tノ日)

481012151620
「111―1r

炉 数

・炉1
邑

巴
団

出所 総務庁行政監察局[1987]よ り転載。
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またこの指針では,図2で 示しているように,

全連続炉や准連続炉のような連続運転が可能な

焼却炉のなかで,と くに大型のものに対 しては

複数の炉を建設することを求めていた 〔13'.これ

は,故 障や定期的な保守点検などを考慮 したう

えでの規定であるが,こ のような規定の存在は

当然のことなが ら,規 模の経済が働 く余地を少

なくする.ダ イオキ シン対策 を受けて100ト ン

以上の全連続炉が建設 されれば,す べての焼却

施設は複数の炉によって構成されることが予想

される.そ してそこでの規模の経済は,総 処理

量の規模で考えた場合 よりも小さくなるであろ

う.

以上のことを考えると,新 ガイ ドラインや広

域化計画が指摘 しているような,施 設規模 と規

模の経済 との関係に対 して疑問が生 じて くる.

じつは,新 ガイ ドラインにおいて規模の経済が

働いている証拠 としてあげているデータは,溶

融固化施設のみをその対象としている.こ のよ

うな施設は,近 年において着工されたものであ

り,こ れらは自治体が導入している施設の一部

にすぎない.そ こで図3に は,96年 度から98年

度にかけて発注された焼却施設について,そ の

平均単価を規模別に示 している.こ の図か ら,

50ト ンを境にして規模の経済はあまり働かなく

なっていることが分かる.こ の結果については,

技術 内容の違いや焼却炉の市場構造を考慮 した

更に詳 しい分析が必要であるが,現 状では広域

化によって規模の経済が実現できるとは言い難

いのである.

図3焼 却炉の単価(受 注金額ベース:96～98年 度実績)
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出所ff環 境施設 』工業出版社,第68,72,76の 各号よ り作成。

第2に,大 量廃棄社会を支えてきた処理体系

が,広 域行政における議論の対象にされてきた

ことである.そ の処理体系は,施 設での集中的

な処理 とそれらの施設までの計画的な収集運搬

体制の整備によって特徴づけることができる.

焼却施設をめぐる規模の経済の有無や,そ の一

方で広域処理にともなう収集運搬費用の上昇 と

いった,ご み処理の広域化 を議論するときに必

ず出てくる論点は,以 上のような処理体系の把

握に由来するものである.

だが,実 際の処理システムはそれほど単純で

はない.こ れまでの日本におけるごみ処理行政

では,全 量焼却を目的とした計画的な施設整備

によって,ご みの衛生的な処理 というナショナ

ル ・ミニマムを実現 させる意味での中央集権的

な側面 と,実 際の処理内容やその対象範囲は地

方自治体が決めてきたという意味での地方分権

的な側面 とが混在 してきた.と くに後者の側面

の一例 として,91年 になされた廃棄物処理法の

改正 までは,市 町村長は政令で定められた基準

に従えば,指 定する特定の地域に対 してごみ処

理計画 を策定する必要がなかったのである 〔'4}.

これ らの地域 における処理は,簡 易焼却炉など

を用いた自家処理に依存 して きた.ま た自治体

によっては,ダ イオキシン問題が起こるまでは,

焼却施設にかかる財政負担 を減 らすために,自
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家処理 を推進 してきたところも多い.

従来の広域行政論では,こ れ らの計画的な集

中処理過程か ら外れて,過 疎地の一部の地域な

どで行われてきた自家処理などの処理システム

を対象にしてこなかった.ダ イオキシン対策と

してのごみ処理の広域化では,こ れらの地域を

も計画的な処理体制に組み入れようとしている

が,こ の点が計画を推進する上で大きな課題 と

なっている.新 ガイドラインでは離島などの地

理的に特異な地域に対 しては,RDF(ご み燃料)

化や堆肥化 による処理 も検討事項に加えてはい

る.し かし,処 理ブロックの区割 りをおこなっ

た広域化計画を見ると,そ れらの需要先の確保

などに問題があるとして,こ れらの地域 も近隣

の自治体における集中的な処理システムに編入

させているところが多い05).

第3に,行 政サービスに対する住民選好の捉

えかたである.ご み行政における当初の課題は,

放置してお くと悪臭が発生 した り,ま たは病原

菌の媒介源になる塵芥類の衛生的な処理 に置か

れていた.そ の後は,現 在のように循環型社会

づ くりの必要性が唱えられるまでは,処 理施設

に由来する大気や(地 下)水 への汚染,お よび

運搬経路周辺を含めた騒音などに対する環境対

策も主な政策課題に加えられてきた.

このような政策課題の流れを受けて,住 民は

専 ら,自 分たちなどが排出した廃棄物を行政が

適正に収集運搬および処理処分することで,日

常生活を営む周辺の公衆衛生や生活環境が良好

に保たれることを,行 政サービスとして需要す

る主体であるとされて きた.日 本における広域

行政論の先駆的な研究である木下[1968]で は,

その研究当時においては焼却による衛生的な塵

芥処理は最低限度の水準をも満たされていない

として,住 民選好の対象から塵芥処理を外 して

いた.林[1984]で は,自 治体 とは異なる広域

行政機関がごみ処理を行 うために,各 自治体か

ら提供されるサー ビスとして住民がそれらに対

する選好を顕示することが難しくなり,結 果的

に無関心になることを広域処理の短所 として指

摘 している.

また,同 じく林[1984]を はじめとして,迷

惑施設としてのごみ処理施設の立地機会を広域

化 によって減 らすことも,住 民選好の1つ とし

て考えられてきた.し か し,広 域処理をおこな

っている組合 をみると,埋 立量 に見合う用地の

確保が物理的および経費的に困難であるために

広域化 したところはあるが,施 設の立地選定に

伴う困難さを緩和する目的で広域処理を図って

いるところはほとんど存在 しない.筆 者による

ヒアリング調査の経験からも,迷 惑施設の立地

機会を減 らす ことは財源確保 などに比べれば,

組合における主な設立動機 とはなっていなかっ

た.

ダイオキシン対策は,人 体に有害な影響を及

ぼすダイオキシン類の削減を最大の目的として

いる.そ こでは,こ れ らのダイオキシン類を最

大限削減することが住民選好に最も合致するこ

とであると考えられてお り,そ れを可能にする

技術的条件である全連続炉を導入すべ く広域化

が図 られ ようとしていることは本稿でも度々言

及 してきた.他 方で新ガイ ドラインや広域化計

画では,広 域化にともなう処理施設や運搬経路

の周辺住民への影響についてはあまり触れられ

ていない.こ れらについては,今 後の基本計画

や実施計画を策定するなかで,各 広域ブロック

に参加する自治体問で決めることになっている

が,施 設の立地場所の選定や施設までの運搬経

路の確保をはじめとして課題は山積 している.

以上のように,ご み処理に関する広域行政論

には,大 量廃棄社会を維持 してきた処理システ

ムの特徴が反映されてきたのである.さ らに,

そのような特徴やそれらが抱える問題点がほぼ

同じかたちで,ダ イオキシン対策における広域

行政論にも引 き継がれている.ま たこれまでの

広域行政論も,処 理 システムの実態や組合によ

る広域処理の現状 を踏まえて議論 されてきたと

は言い難い.だ が,ダ イオキシン対策における

広域行政論が抱える最大の問題点は,こ れまで

の大量廃棄社会 と現在その方向に進みつつある

循環型社会 とのあいだで,処 理システムにおい

て見 られる違いを把握 していないところにあ
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る.

2-2処 理システムの転換と広域行政論の再検討

大量廃棄社会から循環型社会への転換過程に

ある現在において見られるこれまでとの違いと

して,第1に 廃棄物量の増加を回避するための

諸政策が進みつつあることを挙げることができ

る.廃 棄物処理法においては,91年 の改正によ

って法律の目的にごみの排出抑制や分別による

リサイクルの促進が加えられ,さ らに容器包装

リサイクル法や家電リサイクル法を例とする新

たな法律整備も行われてきた。

法律の整備だけではなく,ご み排出量が増加

していた過去のデータに基づいて処理量を推計

した,焼 却施設の建設も見直しが迫られている.

既述 したように,ご み処理責任を担 う自治体や

組合は,焼 却施設や最終処分場の規模を決定す

るために,ご みの発生量や処理量 をごみ処理基

本計画のなかで策定 しなければならない.こ の

基本計画にたいして厚生省は,93年3月 に示 し

た策定指針のなかで,将 来人口の予測や 自家処

理量の見込みとともに,排 出抑制や集団回収な

どによるごみ減量効果を勘案することを指示 し

ているC'b}.また,こ のような中央政府 レベルで

の法律整備や行政指導 とは別に,ご み有料化や

独自の分別回収お よび集団回収システムを構築

して,減 量化や リサイクルを進展 させようと努

力 してきた自治体の数は計 り知れない.

これ らの減量化や リサイクルに関す る政策

は,こ れ までの収集運搬や処理処分 と比べて,

地域間でその内容や成果に違 いが生 じやすい.

その例 として図4に は可燃 ごみの収集回数を,

そ して図5で はごみ分別数をそれぞれ人口規模

別に示 している.こ れらの図か ら,前 者が人口

規模別に見て状況にほとんど違いがないのに対

して,後 者は規模別でかなり異った様子になっ

ていることが分かる.自 治体が実施 している回

収活動に加えて,自 治会などに委託 している集

団回収 も考慮に入れるとさらに違いが見られる

であろう.こ のように,循 環型社会づ くりに向

けた取 り組みでは,地 域の自然,社 会,お よび

経済構造の違いが政策に反映されやすいのであ

って,高 度成長を経て都市と農村 との問で均質

化 したごみを,焼 却や埋立によって画一的に処

理するこれまでの内容 とは違うのである.

図4可 燃ごみの収集状況(週 当り回数94年 度実績)

出所 厚生省生活衛生局水遣環境部環境整億課監修[1997】 より作成。

図5分 別数の状況(94年 度実績)

出所 図4と 同じ.

―75一



財政学研究 第26号

第2の 変化は主体の多様化が見られ,そ れら

の主体 ごとに減量化や リサイクルにおける役割

が求められていることである.住 民はごみ処理

という行政サービスの需要主体 としてだけでは

なく,分 別排 出や過剰包装製晶の購買回避を通

じて減量化やリサイクルを促進させ,行 政サー

ビスの供給内容に影響を与える主体にもなって

いる.そ の一方で,容 器包装 リサイクル法や家

電 リサイクル法の制定をつ うじて,事 業者の果

たす役割も大きくなっている.こ れらの法律で

は,製 品の再商品化義務やとくに家電 リサイク

ル法では回収義務 も事業者に課している.義 務

を課せられた企業は,再 商品化 しやすい製品設

計や,単 独でもしくは他のい くつかの企業 と共

同で回収ルー トを確立 したり,ま たリサイクル

施設の立地および稼働を着々と進めている ⑳.

このような動きは,事 業者は廃棄物となった製

品の適正処理やリサイクルにおいても,一 定の

役割 を果たす責任があるとする拡大生産者責任

(ExtendedProducerResponsibilitiy)の 廃棄物

政策への浸透とともに,今 後 ますます活発化 し

ていくことが予想される ㈹.

以上の事柄 は,大 量廃棄社会の構造は維持 し

たままで,そ こか ら排出されるごみを適正に処

理することを専ら行政に依存 してきたこれまで

の姿 とは異なることを示 している.そ れは,事

業者が回収義務や再商品化義務 を着実に果たす

ことができるための流通経路の確立やリサイク

ル施設の整備 といった全国的なルールの設計

と,他 方では,減 量化や経済性 を担保できるよ

うなリサイクルの実施に向けた自治体の廃棄物

政策に見 られる地域的なルールの設計とを,政

府 と民間企業との間,さ らには中央 と地方 とい

った政府間で調整 していく姿への移行として描

くことができる.

そのなかで行政の活動内容に着 目すれば,こ

れ までも技術面 および財政面での制約 を受 け

て,焼 却や埋立にとって不適切なごみを除去す

るために,ま たは処理量を削減するために,多

くの 自治体で分別回収の取 り組みが行われてき

た.そ して,そ の取 り組みの過程で数多 くの住

民説明会を開催 したり,ま たモデル地区を設定

し分別効果の検証を行 うことなどを通 じて,参

加型 システムの模索がなされて きた.自 治体の

なかでは厚生省が指導する対策内容 とは別に,

住民参加 によって分別回収の実施 と排 ガス中の

ダイオキシン類濃度 との関係 を把握 しなが ら,

自治体の財政状況に応 じた技術導入を図ろうと

模索 しているところも存在する('qエ.これらの経

験を踏まえるならば,排 出主体である住民や企

業,そ して処理主体でもある行政が,減 量化や

リサイクルをつ うじて廃棄物を制御できる参加

型システムを構築 することが,今 後の廃棄物政

策ではこれまで以上に不可欠 となることは間違

いない.

したがってそこでの行政の最適規模は,こ れ

までのまたはダイオキシン対策としての広域行

政論のように,大 量廃棄の経済構造を前提 とし

たうえで,行 政に依存 した処理システムを効率

化する観点からは論 じることはできない.求 め

られる最適規模は,こ れまでの適正処理にごみ

減量化やリサイクルを加えた総合的な廃棄物管

理政策をつうじて,ご み処理に係る財政負担や

環境負荷 を減らすことができる行政単位をどこ

に求めるのかという側面から検討されなければ

ならない.そ してこれらのことを考えると,そ

こでの行政の最適規模は全国画一的に決められ

るものではないと言える.

第3に,こ のような主体の多様化が,こ れま

での処理体系 に変化をもたらしつつある.減 量

化や リサイクルへの住民参加は,排 出される廃

棄物を専 ら焼却施設や埋立処分場で集中的に処

理 していたこれまでの体系 とは異なる.そ れは,

各排出主体が処理過程に参加しなが らごみを減

らし,そ れらの活動をつ うじて集中的な処理に

ともなう財政負担や施設周辺住民の環境 リスク

を軽減させる処理体系への転換である ⑳.

よって,従 来の広域行政論がおこなってきた

集中的な処理体系 だけの議論では,分 析の対象

範囲が狭いということになる.以 上のような現

在の動向を踏まえるならば,住 民,事 業者,そ

して行政 といったそれぞれの排出主体が他の主
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体 との協力をつうじて減量化やリサイクルに寄

与できる,い わば参加型分散処理体系の整備 と

の関係か ら,そ こにおいて必要な技術内容や求

められる参加型 システムの内容 と規模 を通 じ

て,こ れまでの集中的な処理体系を再検討 しな

ければならない.こ こで言う参加型分散処理 と

は,各 家庭や企業における廃棄物の発生抑制や

リサイクル活動だけでなく,そ れらを支える地

域システム全体をも対象とする.例 えば,マ イ

バック運動を推進 して紙袋の利用を減らす商店

街やスーパーによる取 り組みはその事例の1つ

である.

このように循環型社会づ くりにむけた動きの

なかで,処 理システムの転換過程に見られる特

徴を捉えるならば,ダ イオキシン対策における

広域行政論はこれ らを考慮 したものではなく,

多 くの問題点を抱えている.第1の 点 との関連

では,ご み処理の将来推計については,推 計を

放棄して現時点 と同じ処理量としているか,も

しくは市町村が策定 したごみ処理基本計画を用

いて,処 理量が将来増加することを見込んだ広

域化計画 を策定した都道府県が多数を占める.

またリサイクルをめぐっては,地 域特性 を活か

した上で自治体問で政策連携を図る方向ではな

く,リ サイクル原料が多量 に集まればその経済

性が増すことを理由として,焼 却炉 と同じ広域

ブロックの範囲で リサイクル施設を設置するこ

とが 検 討 され て い る ω.

第2の 主体の多様化 と参加型 システムについ

ては,計 画ではほとんど考慮 されていない.大

量廃棄社会と広域行政論との関係で触れたよう

に,ダ イオキシン対策の実施主体は行政であ り,

他方で住民はダイオキシン類の削減という選好

を単に持つ主体であるとされている.こ のこと

が,主 体の多様化 と参加型システムに関する論

点を軽視 している理由となっている.さ らに第

3の 点で挙げた処理体系 については,策 定され

た広域化計画を見る限りにおいては,そ の多 く

においてこれまでの行政による集中的な処理体

系を前提 としなが ら,さ らに施設の集約化を画

一的に図ろうとしている.

3.広 域化 への動 きにみる廃棄物政策

の課題

広域化計画については,既 存施設の耐用年数

の違いもあ り,そ の実現にはまだ時間がかか り

そうである.厚 生省は第1節 で言及した財政措

置によってごみ処理の広域化を誘導 している

が,計 画で区分けされた各広域ブロックにおけ

る施設の立地やリサイクル政策の調整 といった

具体的な施策内容は,ブ ロックを構成する自治

体や広域化計画を策定 した都道府県が主体 とな

って決めなければならない.

表1都 市自治体の広域化 に対する意向
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しか し表1で 見るように,市 レベルの都市 自

治体に限った意向ではあるが,厚 生省の政策に

追随せ ざるを得ない と考えている自治体は多

い.こ れは,地 方自治法上では自治事務 とされ

ていながらも,そ れに見合った役割を自治体が

果たすことができない,あ るいは果た しにくい

状況が存在するためで もあると筆者は考える.

各 自治体が抱えているこれらの政策課題を把握

しないままに,広 域行政や市町村合併を図った

としても,今 度はその新たな行政機構のなかで

これまでの課題が解決 されないままに放置 され

てしまいかねない.以 下では3つ の側面から,

それらの課題を検討する.

前節で述べたように,循 環型社会づ くりでは

各自治体の地域特性に応 じた処理システムを構

築することが必要 となるが,こ のシステムを支

える技術 をめ ぐって最初の課題が存在する.表

2に は,全 国市長会が都市 自治体を対象に技術

開発について取 りまとめたアンケー ト結果を掲

載 している.ま ず,都 市自治体における技術開

発体制の有無について聞 くと,政 令指定都市を

除いた他の人口規模においては情報収集の レベ

ルしか行われておらず,と くに人口規模の少な

い自治体ではそのような収集作業も行っていな

い状況にある.

表2都 市自治体における技術開発 ・研究の状況
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次に技術開発を行っている自治体に対 して,

どのように開発を行っているのかその手法を尋

ねたところ,民 間企業や市民団体などと行って

いるケースが最も多 く,自 治体単独で行ってい

る場合 も少なからず存在 している.廃 棄物処理

法では,国 と都道府県が果たすべ き役割の1つ

として技術援助を掲げているが,こ れらを含め

た公的機関と研究開発 を行っている自治体の割

合は,全 体からみると期待されているほど大 き

くはない.さ らにすでに指摘 したように,自 治

体の技術開発内容のほとんどが情報収集レベル

に止 まっているが,こ の情報収集についても技

術開発の問題点 として 「技術情報収集をメーカ

ーに依存 しす ぎ」であると回答 している自治体

が,す べての人ロ規模 において過半数をしめて

いる.

以上のような現状を考えると,市 町村が独 自

に地域特性を活かせる技術 を選択 し,か つ必要

であれば開発ができるような段階にはほとんど

至っていないと言える(2L).そ して,こ のような

実態が技術指定型補助金という補助金の性質と

相侯って,高 度技術を用いたダイオキシ対策を

行うためにごみ処理の広域化を全国画一的に図

ろうとする厚生省の政策に,各 自治体が従って

しまう状況を生みだしているのである.

技術問題については,マ テリアルやサーマル

に関するリサイクル技術 も採 り上げなければな

らない.前 節で減量化やリサイクルにおける政

策特性について述べたが,こ れ らの性質を受け

てそこで用いられるリサイクル技術 も,こ れま

での焼却や埋立といった処理形態に比べれば,

その内容に地域特性が反映されるものとなるで

あろう⑳.サ ーマルリサイクルについては,原

子力発電所の新規立地が困難 となっている現状

では,新 エネルギーとして注目されている.そ

のなかでは,こ れまでの広域処理ではあまり政

策の中心には位置付け られてこなかったごみ発

電 という観点から,新 しい広域化を進めようと

している自治体もある.そ のほとんどはRDF発

電であるが,そ の燃焼効率を上げるためにはあ

る程度の分別収集が必要とされており,参 加自

治体はそれぞれの自治体における政策内容を他

の自治体 と調整 しなが ら技術導入を図ろうとし

ている.こ のような今後への動 きを考えると,

地域特性 を活かすことができる技術開発や研究

体制の整備はますます大 きな課題になると言え

る.

第2の 課題は廃棄物財政である.第1節 で,

広域化 を誘導する財政措置について紹介 した.

この措置内容は,じ つは2000年 度か ら大 きく変

化する.そ れは,こ れまで単独事業にされてき

た100ト ン未満の焼却施設についても,広 域化

計画に従って建設されるのであれば補助事業の

対象にするというものである.こ の措置は,リ

サイクルの推進によるごみ発生量の減少や離島

などの地域的制約によって,た とえ広域化 を図

って も新ガイ ドライ ンで示 した100ト ン以上の

施設を建設することが困難になっている地域が

多数存在 しているために採 られた 四.し かし他

方では,単 独事業の実施にともなう自治体の財

政負担を軽減 させてきた措置を今後 も行 うこと

ができるのか,先 行き不透明になっていること

に対する自治体の不安も,補 助事業の対象範囲

を拡大した背景にあるのではないだろうか.

広域化計画に従 うものであれば,そ れが単独

事業であっても補助事業 と実質的には同程度の

地方負担 となることは第1節 で指摘 した.だ が

交付税による補填措置については,国 税収入で

その措置を賄えない部分に対する地方交付税特

別会計か らの借入金残高が増加 しつづけてお

り,そ の持続性にかん しては大 きな疑問になっ

ている ㈱.ま た,地 方債の発行について も状

況が変化 しそうである.こ れまでごみ処理施設

の建設資金 として充てていた地方債のうち,そ

のほとんどが,資 金運用部に預託された財政投

融資の原資を用いて調達する特別地方債であっ

た 〔26,.だが,2001年4月 に予定 されている財

政投融資改革によって,資 金運用部への原資の

預託義務がなくなるために,厚 生省は2001年 度

からこの特別地方債を廃止する検討をおこなっ

ている⑳.

これまで大量廃棄を是認 した上に成 り立って
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いた戦後の日本経済は,そ の成長に伴って増加

した財政投融資の原資を,そ の必要性は唱えら

れながらも,社 会資本整備の補助金配分におい

て優先順位が相対的に低かったごみ処理施設の

主要な建設財源として活用 し,こ れによって大

量廃棄が可能な処理システムを全国的に構築 し

てきた.し かしこれまで見てきたように,廃 棄

物行財政 システムは新たな転換点 を迎 えてい

る.こ のなかで,前 節で述べた循環型社会づ く

りにおける減量化やリサイクルの政策特性を考

えれば,広 域行政や市町村合併によって財源を

増やす対策では限界がある.

今後の自治体の廃棄物政策においては,画 一

的なものだけなく廃棄物制御に貢献しうる地域

特性を反映させた技術の導入や,さ らに処理形

態をめぐっては,こ れまでの集中的処理に加え

て参加型分散処理体系の整備が新たな課題 とし

て加わるであろう.そ してこれらの課題を克服

するためには,地 域特性が活かせる政策を実現

できる財政的基盤を確立する必要がある.こ の

ことから,自 主財源の確保に向けた政策設計が

各 自治体に求められるであろう.

最後の課題として挙げられるのは,政 策に係

わる情報の活用についてである.表2の なかの

技術開発 ・研究の問題点 を見ると,「 自治体間

の情報のやりとりが不足」という項目に対 して,

それ を肯定する 自治体 は全体的に見れば少な

い.こ のように自治体問で情報の交換はなされ

ているようであるが,こ のような情報を政策に

活かすことが可能である状況に至っているので

あろうか.

広域化の基準を考えると,今 回のダイオキシ

ン対策を通じて,と くにこれまで単独処理をお

こなっていた町村 レベルの自治体ほど,処 理シ

ステムのより大きな変更を余儀 なくされる.し

か しながら,こ れ らの自治体の連合組織である

全国町村会は,ダ イオキシン対策にかんする自

治体の取 り組みや課題について全体的な把握を

行っていない.こ のような現状 は,今 回のダイ

オキシン対策が町村 レベルの自治体が持つ行政

能力 を超えた施策であることを示 しているのか

も しれ な い.

この行政能力を規定する条件には様々な事柄

を挙げることができるが,そ の1つ として,得

られた情報に基づいて政策 というかたちを通 じ

て,置 かれている状況にどのように対応 したの

かということも含 まれるであろう.こ の点か ら

すると,今 回のダイオキシン対策を通 じて浮 き

彫 りになった課題は,数 多 く存在 しまた他の自

治体 との交流によって得た情報 を,政 策として

活かせる基盤 を自治体が十分に備えていないこ

とにある.そ してこの基盤にあたるものとして,

とくに廃棄物政策では本節で述べた技術開発 と

廃棄物財政があると筆者は考える.

また循環型社会づ くりにむけた廃棄物政策

は,廃 棄物制御が可能な地域づ くりと結びつけ

ることが求められる.そ してこのためには,本

節において技術開発 と廃棄物財政の分析をつう

じて指摘 したように,地 域特性 を活かすことが

できる政策環境 を自治体が持たなければならな

い.そ のもとで,自 治体問の連携の一手殺 とし

て広域行政 を位置付けることが重要 なのであ

り,単 に財政の効率化を求める広域行政論では,

大量廃棄社会の負の遺産を将来世代に引 き継が

せるだけなのである.

注

(1)ダ イオ キシ ンに関す る科学 的 な知 見 につ いて は

宮 田[1999]を,ま た厚生省 に よる ダイオキ シ ン

対策 を含 めた,ダ イオ キ シ ン類 の発生 抑制 や処理

にお け る技術 的 な動 向 につい ては酒井[1998]を

それぞれ参照.

(2)こ の よ う な 指 摘 に つ い て は,植 田[1992]第2

章 お よび 第7章 を参 照.

(3)本 稿 で触 れ る新 ガ イ ドライ ンの 内容 につ い て詳

し くは,ご み処理 に係 る ダイオキ シ ン削減 対策検

討会[1997]を 参照.

(4)自 治体お よび一 部事務 組合 が ごみ処 理 を行 う場

合 には,ま ず10年 か ら20年 の期 問を視野 に入れ た

ごみ処 理基 本構想 に基 づい て,ご み処 理計 画 を策

定 しなけれ ば な らない.こ の処 理計画 は,10年 か

ら15年 を期 間 と してそ の間 ほぼ5年 に一 度見直 さ
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れる ごみ処 理基 本計画 と,毎 年策定 され る ごみ処

理 実施計 画か ら成 る.基 本計 画で は,当 該 自治体

の社 会経 済構造 や ごみ処 理 の現状 を もとに してご

み処 理の基 本方針 が設 定 され,こ の基本 方針 に沿

って ごみ発 生量 の将来予 測が な される.こ の予測

か ら,収 集 運搬,中 間処 理,そ して最 終処 分 とい

った処理過 程 ご とに,処 理 目標,処 理 方法,お よ

び処 理量 な どに関す る計 画が 策定 され る.実 施計

画 では,基 本計画 で策 定 され た処理計 画 にたい し

て,さ らに具体 的 な計画 内容 が示 され る.ま た,

焼却 施設 を建 設 した りまた は改造 す る場合 には,

工場 の運営 計画や工 場規模,お よび導 入予 定の技

術 内容 を示 した ごみ処理施 設整備 計画 を策 定 しな

ければな らない.こ れ らの計画 の具体 的 な内容 に

ついて は,石 川[1996]第2章 を参 照.

(5)規 制 緩 和 の動 きや ダ イ オキ シ ン対 策 を受 けて

「ごみ処理施設構 造指針」 は廃止 され,代 わって99

年度以 降の新規 着工 施設分 か ら 「ごみ処 理施 設性

能指針 」が適 用 される こ とに なった.性 能指 針で

は構造 指針 で見 られた ような詳細 な技術 内容 の指

定 はな くな り,自 治体 による新技 術の採 用 を容易

にす るため に必 要最低 限 の規定 のみが示 されてい

る.し か し,本 稿 では技術 を指定 す る とい う補助

金の性 質 との関連か らこれ らの指 針 に言 及 してお

り,性 能指針 にお いて もそ の性質 に変 わ りはない

ため,旧 来 の構 造指針 とい う名称 を用 い るこ とに

する.

(6>新 ガイ ドライ ンが制 定 され る以前 の96年6月 か

ら,厚 生省 の通 達 に基 づ いて,ば い じん及 び焼 却

灰 を溶融固化す る施設の設置 を促 進 させ るために,

これ らの施設 に対す る補助 単価 の嵩上 げが な され

てい る.し か しこの措 置 は,当 初 は最終 処分場 の

延命化のため に行 われた もの である.具 体 的には,

96年6月5日 に厚生 省生活 衛生局水 道環 境部 長か

ら各都 道府県 の担 当部 局へ の通達(衛 環 第190号)

の なか で,最 終 処分 され る焼 却残 渣 を減 量化 させ

るた めに,焼 却 施設 に灰溶 融 ・固化設備 を付 設す

ることが指導 され ている.

(7)補 助基本額 として全事業額の85%が 認め られた場

合,自 治体の負担割 合は33.3%と な る.一 方,広 域

化計画 に従 った単独事 業 を行 う場 合 におけ る 自治

体 の負担 割合は33%で ある.

(8)広 域化 計画 を策定 す る ことを都道 府県 に指示 し

た通達(衛 環 第173号)の なかで は,広 域化 を図る

根 拠 の1つ として 「公共事 業 の コス ト縮減 」が挙

げ られ てい る.そ こで は,ご み処理 施設 を集約化

す る こ とで規 模の経 済 を活か し,結 果 と して公共

事 業 にかか る コス トを縮 減す る必要 が ある と記 さ

れ てい る.こ の背景 には,先 に述べ た広域 化計画

に関す る通達 以前 に,厚 生 省が97年4月22日 に策

定 した 「厚生 省関係 公共工 事 費用縮 減対策 に関す

る行動計画(衛 計 第63号)」 の存在 がある.し か し,

この ような補助 金交 付の抑 制 に向 けた指導 を行 っ

て い るに も関 わ らず,広 域 化計 画 に従 った単独事

業 に対す る財 政支援措 置 や,第3節 で述べ る補助

金 の交 付対 象 の拡 充 が な され て い る.こ れ らは,

本節 で言 及 した ような厚生 省や 自治省 が持 つ政策

的 な意 図に加 えて,ダ イオキ シ ン対策 に苦慮 す る

自治体の 意向 もあ って実施 され てい る と考 え られ

る.後 者 につ いては第3節 で触 れる.

(9)要 綱の 具体 的な内 容や全 国で 見 られ る市 町村合

併へ の動 き,お よび広 域連 合の取 り組 みの現 状 に

ついて は,坂 田[1999]を 参照.

(10)こ の こ と につ い て 詳 し くは,八 木[2000a]を 参

照.

㈲ この指摘 につい ては,中 西[1979コ115ペ ー ジを

参照.な お当然 の こ となが ら,流 域下水 道 とごみ

の広 域処理 との相違点 も存 在す る.そ の1つ と し

て は,流 域 下水 道で は処理 施設 に雨水 や汚水 を引

き入 れ るため の管渠が 敷設 され なけ れば,そ の地

域 におけ る処理 はで きな い.一 方 の ごみ処理 にお

い ては,処 理範 囲 を広 域化 して もその 地域 まで収

集車 が来 て くれ るか,た とえそ れが 困難で あって

も排 出者が 直接焼 却工 場 に搬 入す れ ば,施 設 に よ

る処理 また は処分 は可能 である.

(12)こ の こ とに つ い て 詳 し くは,八 木[2000b]を 参

照.

(13)図2で は燃焼 方式 の違い に よって,焼 却炉 の種

類 を4つ に分 けてい る.ま ず焼却 炉の大 きな分け

方 と して,ご み を連続 的 に焼 却炉 に投入 す る もの

と,時 間 を置 なが ら投 入す る ものがあ り,前 者 を

連続燃 焼式,後 者 をバ ッチ 式 とそれぞ れ呼ぶ.さ
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らに連続燃 焼式 には,24時 間連続運転 が可能 な全

連続 式 と,16時 間運転 を行 う准連続 式の焼却 炉が

あ る.一 方 のバ ッチ式 は.燃 焼 時 間は と もに8時

問で あ るが,焼 却 炉 に設置 されて いるス トー カー

(火格子)が 可動式 の場 合に は機械化バ ッチ,ま た

そ れが 固定 式の もの は固定化 バ ッチ とそ れぞれ 呼

んでい る.

(14)政 令 によ る基準 とは,50戸 以上 の集落が ない 町

又 は字 の区域 を,市 町村 長が ごみ処 理 を行 う必 要

が ない もの と認 め る区域 の基準 にす る とい うもの

で あった.

飼 例 えば,多 くの離 島を抱 える長崎 県の広域 化 計

画(長 崎県生活環境 部廃 棄物対策課編[1999]『 長

崎県 ごみ処理広域化 計画』)を 見 る と,い くつ かの

離 島 について は,過 渡 的 な対 策 と して離 島内で の

処理 を認 めて いる.し か し最 終的 な 目標 年度 にあ

たる2018年 度 まで には,そ れ らの処理施 設 も広 域

ブロ ック内 に統合 される予定 となってい る.ま た

計 画 で は,「 最 大 の問 題 点 で あ るRDFの 受 入 先

(RDF燃 焼施設)の 確保 や燃 料使用 としてのごみ質

の適性 な ど,そ の実施 にあ た っては解決 すべ き問

題 点 も多 く,今 後 の見通 しが不 明瞭な状況 にあ り,

各広域 ブ ロ ック におけ る市 町村相 互間協 議 におい

て も,具 体的 な検 討を行 うには至ってい ない.(同

計画,17ペ ー ジ)」 として,離 島地域 にお けるRDF

施設 の導入 に対 して慎重 な姿勢 を採 っている.

圃 この厚生省 の指導 にか んす る成 果な どにつ いて

は,植 田[1999〕 を参照.

(功 この ような法律 の整備 な どを受 けて,リ サ イ ク

ル事業 は近年活 発化 しつつ あ る.通 産省 と厚生 省

は これ らの動 きを環境 産業 の発展 機会 の1つ とし

て捉 え,こ れを地域 開発 の新 たな方向 として位 置

付 け た 「エ コ ・タウ ン事業」 を97年 度 か ら実施 し

てい る.こ のエ コ ・タウ ン事業 をめ ぐる地域 開発

の現状 につ いて は,さ しあた り北 九州市 を事 例 に

紹介 を行っている高杉[1999]を 参照.

圏 拡 大 生 産 者 責 任 に つ い て は,細 田[1999コ や 山

口[1999]を 参 照 。

⑲ こ の よ う な 取 り組 み を行 っ て い る 自 治 体 の 紹 介

は,熊 本[1999]30～31ペ ー ジ を 参照.

⑳ この 指摘 に つ い て は,植 田[1992]第5章 を参 照.

また,環 境 リスク論 の立場 か らダイ オキシ ン対 策

を評価 した もの と しては,岡 〔1999]第3章 お よび

第9章 を参照.さ らに,リ ス ク ・コミュニケー ショ

ンの立場 か らダ イオ キ シン問題 に言及 して いる最

近の著作 と しては,吉 川[2000]が ある.

⑳ リサ イク ルの経済性 を向上 させ る条件 につ いて

は,植 田[1992]第5章 を参照.

⑳ 地域特性 を活 かせ る技術 を選択 した り,ま たは

開発 で きる体 制 を整 える こ とがで きない こ とは,

本 稿で取 り扱 った廃棄 物処 理 に限 らず,社 会 資本

整備 を含 め た地 域 開発 全般 にわ た る大 きな課 題で

もあ る.ま たその なかで は,い かな る意思決 定の

も とで導 入技術 を決 定す るのか とい う,技 術 決定

論 の問題 も絡 んで くる.ダ イオキ シ ン対策 におい

て も,政 策 の実施主体 で あ る自治体や 組合 におけ

る技 術課 題 の現 状 を十分 に踏 まえ ない ままに,国

が主導 とな って大型 炉 のみでそ の対策 を採 って し

まっ た ところに,技 術 決定 論か ら見 た大 きな問題

点が ある.以 上の論 点については別稿 を期 したい.

㈱ 今後 の ごみ処理お よび リサ イク ル技 術 に関す る

展 望 と 自治体 の役割 につい ては,田 中[1999]を

参照.

図 筆者 の私信 に対す る,2000年3月21日 付 けで の

厚生省生 活衛 生局水 道環境 部環境 衛生 課か らの 回

答.

㈲ この ような財政措 置 に よる景気 対 策の現 状 とそ

の問題 点 につ いて は,小 倉[1999]を 参照.た だ

しごみ焼 却炉 につ いて は,98年 度 の動向 を見 る限

りで は景 気 対 策 とは 関 係 な い と言 え る.神 田

[1999]に よれ ば,焼 却炉 の新規着工 数は96年 度が

41件,97年 度が52件 だった のに対 して,98年 度 は

18件 に とどまって いる.こ の最た る理 由 は,第1節

で述べ た よ うに大型 炉 に対 して補助 金の交付 を限

定 した ことに求め られる.

26)地 方債 制 度研 究会[1995]に よれ ば,1965年 度

か ら一般廃 棄物処理 に係 る事業 債 は一般会 計債 か

ら特 別地方 債へ と項 目の移行が な され た.こ れ は

厚生 年金保 険法 の改正 に よって特別 地方債 の原 資

の増加 が見 込 まれるの で,そ れ らの原資 を使 って

ごみ処 理施 設の拡 充 を図る ため にと られ た措置 で

あった.
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20こ の こ と に つ い て は,日 本 経 済 新 聞2000年2月16

日朝 刊 を参 照.
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